
令 和 5 年 ３ 月 3 日 開 会
第 １ 回 定 例 会 議 案

簡 易 水 道 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

令 和 5 年 度

うきは市公営企業会計予算書



簡 易 水 道 事 業 会 計



議案  第 10 号

(総    則)
第１条   令和5年度うきは市簡易水道事業会計の予算は、次の定めるところによる。

(業務の予定量)
第２条   業務の予定量は次のとおりとする。

⑴ ２３５ 戸
⑵ ㎥
⑶ ２１１ ㎥

(収益的収入及び支出)
第３条   収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款 水道事業収益 千円
第１項 営業収益 千円
第２項 営業外収益 千円

第２款 水道事業費用 千円
第１項 営業費用 千円
第２項 営業外費用 千円
第３項 特別損失 千円
第４項 予備費 千円

令和5年度うきは市簡易水道事業会計予算

給 水 戸 数
年 間 総 給 水 量 ７７，０７３
一 日 平 均 給 水 量

収 入
７２，１１１

９，４７４
６２，６３７

支 出
７１，４５３
６１，０３５

９，３６８
５０

１，０００
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(資本的収入及び支出)
第４条    資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。(資本的収入額が資本的支出額に対する不足額７，０９３千円は、

過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額７，０９３千円で補てんするものとする。）

第４款 資本的支出 千円
第２項 企業債償還金 千円
第９項 予備費 千円

(一時借入金)
第５条     一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

(予定支出の各項の経費の金額の流用)
第６条     予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

⑴ 営業費用と営業外費用の間

令和５年３月３日提出
髙    木     典    雄

支 出
７，０９３
６，０９３
１，０００

うきは市長
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(単位：千円)
予       定       額

1 水道事業収益 72,111
1 営業収益 9,474

1 給水収益 9,470 1 給水収益 9,470
3 その他営業収益 4 2 手数料 2

3 雑収益 2
2 営業外収益 62,637

1 受取利息及び配当金 1 1 預金利息 1
2 他会計補助金 59,000 1 他会計補助金 59,000
3 長期前受金戻入 3,636 1 受贈資産評価額 498

2 国庫補助金 1,524
3 県補助金 14
7 受益者負担金 1,600

令和5年度    うきは市簡易水道事業会計予算実施計画
収益的収入及び支出

収                    入

款 項 目 説                                  明
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(単位：千円)
予       定       額

2 水道事業費用 71,453
1 営業費用 61,035

1 浄水及び給水費 8,321 13 光熱水費 2,745
17 委託料 2,918
18 手数料 1,632
19 賃借料 1
20 修繕費 1,000
25 薬品費 25

2 総係費 27,000 7 旅費 11
11 備消品費 75
14 印刷製本費 50
15 通信運搬費 89
17 委託料 990
18 手数料 46
26 材料費 150
31 負担金 22,399
37 工事請負費 3,190

3 減価償却費 25,714 1 有形固定資産減価償却費 5,505
2 無形固定資産減価償却費 20,209

2 営業外費用 9,368
1 支払利息及び 8,868 1 企業債利息 8,858

企業債取扱諸費 2 一時借入金利息 10
2 消費税及び地方消費税 500 1 消費税及び地方消費税 500

3 特別損失 50
4 過年度損益修正損 50 1 過年度損益修正損 50

4 予備費 1,000
1 予備費 1,000 1 予備費 1,000

支                    出

款 項 目 説                                  明
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(単位：千円)
予       定       額

4 資本的支出 7,093
2 企業債償還金 6,093

1 企業債償還金 6,093 1 建設改良企業債償還金 6,093
9 予備費 1,000

1 予備費 1,000 1 予備費 1,000

資本的収入及び支出
支                    出

款 項 目 説                                  明
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令和５年度     うきは市簡易水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
Ⅰ．業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 １，４１４
減価償却費 ２５，７１４
固定資産除却費 ０
貸倒引当金の増加額 ０
長期前受金戻入額 △３，６３６
受取利息及び受取配当金 △１
支払利息 ８，８６８
未収金の増加額 ２３
未払金の増加額 △２，３６７
小計 ３０，０１５
利息及び配当金の受取額 １
利息の支払額 △８，８６８
業務活動によるキャッシュ・フロー ２１，１４８

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー
無形固定資産の取得による支出 ０
補助金等による収入 ０
投資活動によるキャッシュ・フロー ０

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 0
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出  △６，０９２
その他企業債の償還による支出 ０
財務活動によるキャッシュ・フロー △６，０９２

資金の増加額 １５，０５６
資金期首残高 １５３，１９３
資金期末残高 １６８，２４９

(令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで)
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(単位：千円)

1
⑴

イ)
ロ)

ハ)

ニ)

ホ)

⑵
イ)

2
⑴
⑵

令和５年度    うきは市簡易水道事業予定貸借対照表
(令和６年３月３１日)

資 産 の 部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地 １９２
建 物 ０
減 価 償 却 累 計 額 ０ ０
構 築 物 １７８，１８２
減 価 償 却 累 計 額 △１７，０５４ １６１，１２８
機 械 及 び 装 置 １５，１９３
減 価 償 却 累 計 額 △４，９６３ １０，２３０
建 設 仮 勘 定 ０
有 形 固 定 資 産 合 計 １７１，５５０

無 形 固 定 資 産
ダ ム 使 用 権 １，００７，３０２
無 形 固 定 資 産 合 計 １，００７，３０２

固 定 資 産 合 計 １，１７８，８５２

流 動 資 産
現 金 預 金 １６８，２５０
未 収 金 ７１８
未 収 金 貸 倒 引 当 金 ０ ７１８

流 動 資 産 合 計 １６８，９６８
資 産 合 計 １，３４７，８２０
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3
⑴

4
⑴
⑵

5
⑴

イ)
ロ)
ハ)
ニ)
ホ)

⑵
イ)
ロ)
ハ)
ニ)
ホ)

負 債 の 部

固 定 負 債
企 業 債 １，２４１，４０５

固 定 負 債 合 計 １，２４１，４０５

流 動 負 債
企 業 債 ６，１９１
未 払 金 ３，３８９

流 動 負 債 合 計 ９，５８０

繰 延 収 益
長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額 ２１，１６２
国 庫 補 助 金 ６３，６４６
県 補 助 金 ５９５
他 会 計 補 助 金 ７，２７３
受 益 者 負 担 金 ３５，３８０ １２８，０５６

収 益 化 累 計 額
受 贈 財 産 評 価 額 △１，９９４
国 庫 補 助 金 △６，０９６
県 補 助 金 △５６
他 会 計 補 助 金 △４８９
受 益 者 負 担 金 △６，４０１ △１５，０３６

繰 延 収 益 合 計 １１３，０２０
負 債 合 計 １，３６４，００５
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6

7
⑴
⑵

資 本 の 部

資 本 金 ０

剰 余 金
資 本 剰 余 金 １９２
利 益 剰 余 金 △１６，３７７

剰 余 金 合 計 △１６，１８５
資 本 合 計 △１６，１８５
負 債 資 本 合 計 １，３４７，８２０
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(単位：千円)
1

⑴ ８，７９１
⑵ ０
⑶ ４ ８，７９５

2
⑴ ６，８７７
⑵ ２３，７６０
⑶ ２３，５５２
⑷ ０
⑸ ０ ５４，１８９

４５，３９４
3

⑴ １
⑵ ５６，６８０
⑶ ３，６３６
⑷ ０
⑸ ７６４
⑹ ０ ６１，０８１

4
⑴ ８，９６６
⑵ ５，２１２ １４，１７８ ４６，９０３

１，５０９

令和４年度     うきは市簡易水道事業予定損益計算書
(令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで)

営 業 収 益
給 水 収 益
受 益 工 事 収 益
そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用
浄 水 及 び 給 水 費
総 係 費
減 価 償 却 費
資 産 減 耗 費
そ の 他 営 業 費 用

営 業 損 失
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金
他 会 計 補 助 金
長 期 前 受 金 戻 入
資 本 費 繰 入 収 益
雑 収 益
引 当 金 戻 入

営 業 外 費 用
支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費
雑 支 出

経 常 利 益
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5
⑴ ０
⑵ ０
⑶ ０ ０

6
⑴ ０
⑵ ０
⑶ ０
⑷ ４８
⑸ ０ ４８ △４８

１，４６１
１９，２５１
１７，７９０

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益
過 年 度 損 益 修 正 益
そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損
減 損 損 失
災 害 に よ る 損 失
過 年 度 損 益 修 正 損
そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 利 益
前 年 度 繰 越 欠 損 金
当 年 度 未 処 理 欠 損 金
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(単位：千円)

1
⑴

イ)
ロ)

ハ)

ニ)

ホ)

⑵
イ)

2
⑴
⑵

令和４年度    うきは市簡易水道事業予定貸借対照表
(令和５年３月３１日)

資 産 の 部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地 １９２
建 物 ０
減 価 償 却 累 計 額 ０ ０
構 築 物 １７８，１８２
減 価 償 却 累 計 額 △１２，７９０ １６５，３９２
機 械 及 び 装 置 １５，１９３
減 価 償 却 累 計 額 △３，７２２ １１，４７１
建 設 仮 勘 定 ０
有 形 固 定 資 産 合 計 １７７，０５５

無 形 固 定 資 産
ダ ム 使 用 権 １，０２７，５１１
無 形 固 定 資 産 合 計 １，０２７，５１１

固 定 資 産 合 計 １，２０４，５６６

流 動 資 産
現 金 預 金 １５３，１９４
未 収 金 ７４２
未 収 金 貸 倒 引 当 金 0 ７４２

流 動 資 産 合 計 １５３，９３６
資 産 合 計 １，３５８，５０２
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3
⑴

4
⑴
⑵

5
⑴

イ)
ロ)
ハ)
ニ)
ホ)

⑵
イ)
ロ)
ハ)
ニ)
ホ)

負 債 の 部

固 定 負 債
企 業 債 １，２４７，５９６

固 定 負 債 合 計 １，２４７，５９６

流 動 負 債
企 業 債 ６，０９２
未 払 金 ５，７５６

流 動 負 債 合 計 １１，８４８

繰 延 収 益
長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額 ２１，１６２
国 庫 補 助 金 ６３，６４６
県 補 助 金 ５９５
他 会 計 補 助 金 ７，２７３
受 益 者 負 担 金 ３５，３８０ １２８，０５６

収 益 化 累 計 額
受 贈 財 産 評 価 額 △１，４９６
国 庫 補 助 金 △４，５７２
県 補 助 金 △４２
他 会 計 補 助 金 △４８９
受 益 者 負 担 金 △４，８０１ △１１，４００

繰 延 収 益 合 計 １１６，６５６
負 債 合 計 １，３７６，１００
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6

7
⑴
⑵

資 本 の 部

資 本 金 ０

剰 余 金
資 本 剰 余 金 １９２
利 益 剰 余 金 △１７，７９０

剰 余 金 合 計 △１７，５９８
資 本 合 計 △１７，５９８
負 債 資 本 合 計 １，３５８，５０２
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注     記

Ⅰ．重要な会計方針
1 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産・・・定額法による。
・主な耐用年数

構築物 機械及び装置
車両及び運搬具 工具器具及び備品

(2) 無形固定資産・・・定額法による。
・主な耐用年数

ダム使用権 ５５年

2 消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連
1 企業債の償還に係る他会計の負担

    貸借対照表に計上されている企業債(当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。)のうち、一般会計が
負担すると見込まれる額は、６８３，２４５千円である。

４５～６０年 １０～２０年
４～５年 ４～８年
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下 水 道 事 業 会 計



議案  第 11 号

(総    則)
第１条   令和5年度うきは市下水道事業会計の予算は、次の定めるところによる。

(業務の予定量)
第２条   業務の予定量は次のとおりとする。

⑴ ㎥
⑵ ㎥
⑶ 吉井浄化センター増設工事委託料 千円

汚水処理構想、事業計画（吉井処理区） 千円
処理場施設ストックマネジメント計画策定委託料 千円

(収益的収入及び支出)
第３条    収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款 下水道事業収益 千円
第１項 営業収益 千円
第２項 営業外収益 千円

令和５年度うきは市下水道事業会計予算

年 間 有 収 水 量 ２，８８８，５６２
一 日 平 均 有 収 水 量 ７，９１４
主 な 建 設 改 良 事 業 ６４８，５６０

２５，０００
１３，０００

収 入
１，４６６，９８６

４８９，０９４
９７７，８９２
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第２款 下水道事業費用 千円
第１項 営業費用 千円
第２項 営業外費用 千円
第３項 特別損失 千円
第４項 予備費 千円

(資本的収入及び支出)
第４条    資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。(資本的収入額が資本的支出額に対する不足額５０１，２２１千円は、

過年度分損益勘定留保資金１７８，９９７千円、当年度分損益勘定留保資金３２２，２２４千円で補てんするものとする。）

第３款 下水道事業資本的収入 千円
第１項 企業債 千円
第２項 他会計出資金 千円
第３項 補助金等 千円
第４項 負担金等 千円

第４款 下水道事業資本的支出 千円
第１項 建設改良費 千円
第２項 企業債償還金 千円
第５項 予備費 千円

支 出
１，３４８，８７６
１，１８９，８４８

１４６，３９８
６３０

１２，０００

収 入
８６４，０６１
３３２，２００
１２８，０００
３９８，３３７

５，５２４

支 出
１，３６５，２８２

７４９，８３５
６０４，３４７

１１，１００
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(債務負担行為)
第５条   債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

(企業債)
第６条     起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

3.0% 以内

(一時借入金)
第７条     一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。

(予定支出の各項の経費の金額の流用)
第８条     予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

⑴ 営業費用と営業外費用と特別損失の間
⑵ 建設改良費の間

事 項 期 間 限 度 額
令和5年度から
令和6年度まで

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

吉井浄化センター   
建設工事委託料

1,182,000 千円

下水道事業 326,500  千円

証書借入

    政府資金についてはその融資条件に
より、銀行その他の場合にはその債権
者と協定するものによる。ただし、財
政の都合により据置期間及び償還期限
を短縮し、又は繰上償還もしくは低利
に借換えすることができる。

    ただし、利率見直し方式で借り入
れる政府資金等について、利率の見
直しを行った後においては、当該見
直し後の利率

浄化槽市町村整備
促進事業

5,700  千円

19



(議会の議決を経なければ流用することのできない経費)
第９条     次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用

する場合は、議会の議決を経なければならない。
⑴ 千円

(利益剰余金の処分)
第10条    当年度の利益剰余金のうち４０８，７３３千円は、次のとおり処分するものと定める。

⑴ 第４条資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額の補てんとして

令和５年３月３日提出
髙    木     典    雄

職 員 給 与 費 ４６，３７６

うきは市長
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(単位：千円)
予       定       額

1 下水道事業収益 1,466,986
1 営業収益 489,094

1 下水道使用料 488,903 1 下水道使用料 488,903
3 その他営業収益 191 1 手数料 184

3 雑収益 7
2 営業外収益 977,892

1 受取利息及び配当金 3 1 預金利息 3
2 他会計補助金 639,000 1 他会計補助金 639,000
3 長期前受金戻入 326,390 1 国庫補助金 302,450

2 県補助金 6,344
4 受益者負担金等 17,596

5 消費税及び地方消費税還付金 10,000 1 消費税及び地方消費税還付金 10,000
7 雑収益 2,499 2 その他雑収益 2,499

令和５年度    うきは市下水道事業会計予算実施計画
収益的収入及び支出

収                    入

款 項 目 説                                  明
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(単位：千円)
予       定       額

2 下水道事業費用 1,348,876
1 営業費用 1,189,848

1 管きょ費 15,000 15 手数料 500
17 修繕費 12,500
22 補償補填及び賠償金 2,000

2 マンホールポンプ費 17,454 10 光熱水費 12,949
12 通信運搬費 516
14 委託料 1,589
17 修繕費 2,400

3 処理場費 368,064 5 旅費 8
8 備消品費 206
9 燃料費 34

10 光熱水費 103,508
12 通信運搬費 288
14 委託料 219,012
15 手数料 4,798
16 賃借料 27
17 修繕費 20,500
20 薬品費 19,403
26 保険料 280

4 浄化槽費 34,504 5 旅費 12
6 報償費 121
8 備消品費 55

14 委託料 31,727
15 手数料 90
17 修繕費 2,499

支                    出

款 項 目 説                                  明
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(単位：千円)
予       定       額

5 総係費 67,216 1 給料 17,663
2 手当等 7,236
3 法定福利費 6,059
4 退職給付費 2,475
5 旅費 350
6 報償費 2,330
8 備消品費 732
9 燃料費 117

11 印刷製本費 330
12 通信運搬費 1,304
14 委託料 8,704
15 手数料 2,410
16 賃借料 3,888
21 材料費 110
23 負担金 1,496
24 工事請負費 5,044
26 保険料 20
27 公課費 7
28 賞与引当金繰入額 2,487
29 法定福利費引当金繰入額 537
32 貸倒引当金繰入額 713
34 報酬 3,204

6 減価償却費 687,610 1 有形固定資産減価償却費 687,610
2 営業外費用 146,398

1 支払利息及び 146,398 1 企業債利息 146,283
企業債取扱諸費 3 一時借入金利息 115

3 特別損失 630
4 過年度損益修正損 630 1 過年度損益修正損 630

4 予備費 12,000
1 予備費 12,000 1 予備費 12,000

款 項 目 説                                  明
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(単位：千円)
予       定       額

3 下水道事業 864,061
資本的収入 1 企業債 332,200

1 建設改良等の財源 332,200 1 建設改良等の財源に充てるための企業債 332,200
に充てるための
企業債

2 他会計出資金 128,000
1 他会計出資金 128,000 1 他会計出資金 128,000

3 補助金等 398,337
1 国庫補助金 379,946 1 国庫補助金 379,946
2 県補助金 391 1 県補助金 391
3 他会計補助金 18,000 1 他会計補助金 18,000

4 負担金等 5,524
1 受益者負担金 5,524 1 受益者負担金 550

2 分担金 4,974

資本的収入及び支出
収                    入

款 項 目 説                                  明
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(単位：千円)
予       定       額

4 下水道事業 1,365,282
資本的支出 1 建設改良費 749,835

1 管路建設改良費 55,060 1 給料 6,942
2 手当等 4,495
3 法定福利費 2,224
4 退職給付費 972

14 委託料 200
24 工事請負費 39,100
28 賞与引当金繰入額 936
29 法定福利費引当金繰入額 191

2 処理場建設改良費 686,560 14 委託料 686,560
3 浄化槽設備建設費 8,215 24 工事請負費 8,215

2 企業債償還金 604,347
1 建設改良費等財源 604,347 1 建設改良費等財源充当企業債償還金 604,347

充当企業債償還金
5 予備費 11,100

1 予備費 11,100 1 予備費 11,100

支                    出

款 項 目 説                                  明
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(単位：千円)

Ⅰ．業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 ５８，８１５

減価償却費 ６８７，６１０

固定資産除却費 ０

貸倒引当金の増加額 ４０５

引当金の増加額 ２９１

長期前受金戻入額 △３２６，３９０

受取利息及び受取配当金 △３

支払利息 １４６，３９８

未収金の増加額 ２０６，６８２

未払金の増加額 ６６，４４６

小計 ８４０，２５４

利息及び配当金の受取額 ３

利息の支払額 △１４６，３９８

業務活動によるキャッシュ・フロー ６９３，８５９

令和５年度     うきは市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
(令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで)
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Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △６８３，０９９

補助金等による収入 ３６７，１４７

負担金等による収入 ０

投資活動によるキャッシュ・フロー △３１５，９５２

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 ３３２，２００

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △６０４，３４６

その他企業債の償還による支出 ０

他会計からの出資による収入 １２８，０００

財務活動によるキャッシュ・フロー △１４４，１４６

資金の増加額 ２３３，７６１

資金期首残高 １４７，３４５

資金期末残高 ３８１，１０６
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(下水道事業会計)

(1)  総  括
ア 会計年度任用職員以外の職員 (単位：千円)

特別職(人) 一般職(人) 報  酬 給  料 手  当 計

扶養手当 住居手当 通勤手当
時間外

勤務手当
管理職手当

管理職員
特別勤務手当

期末勤勉手当

799 633 408 1,283 10,269

961 919 261 1,283 9,378

△ 162 △ 286 147 0 891
※ 期末勤勉手当及び法定福利費は、それぞれ賞与引当金繰入額及び法定福利費引当金繰入額を含む。

給   与   費   明   細   書

職  員  数 給    与    費

区     分

本年度

前年度

比較

区     分 法定福利費 合  計

本
年
度

損益勘定支弁職員 5 17,663 8,561 26,224 5,964 32,188

資本勘定支弁職員 2 6,942 4,831 11,773 2,415 14,188

合   計 7 24,605 13,392 37,997 8,379 46,376

前
年
度

損益勘定支弁職員 5 15,348 7,810 23,158 5,983 29,141

資本勘定支弁職員 2 7,855 4,992 12,847 2,169 15,016

合   計 7 23,203 12,802 36,005 8,152 44,157

比
較

損益勘定支弁職員 0 2,315 751 3,066 △ 19 3,047

資本勘定支弁職員 0 △ 913 △ 161 △ 1,074 246 △ 828

合   計 0 1,402 590 1,992 227 2,219

手
当
の
内
訳
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(下水道事業会計)

イ 会計年度任用職員 (単位：千円)

報  酬 給  料 手  当 計

扶養手当 住居手当 通勤手当
時間外

勤務手当
管理職手当

管理職員
特別勤務手当

期末勤勉手当

382

307

75

職  員  数 給    与    費
会計年度任用職員(人)

区     分

本年度

前年度

比較

区     分 法定福利費 合  計

本
年
度

損益勘定支弁職員 2 2,988 382 3,370 552 3,922

資本勘定支弁職員

合   計 2 2,988 382 3,370 552 3,922

前
年
度

損益勘定支弁職員 2 2,573 307 2,880 435 3,315

資本勘定支弁職員

合   計 2 2,573 307 2,880 435 3,315

比
較

損益勘定支弁職員 0 415 75 490 117 607

資本勘定支弁職員

合   計 0 415 75 490 117 607

手
当
の
内
訳
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（単位：千円）

区         分 増    減    額 説             明

給 料 1,402 給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分 70

2.52%
昇 給 に 伴 う 増 加 分 425

そ の 他 の 増 減 分 907

職 員 手 当 590 制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分 △ 107

そ の 他 の 増 減 分 697

(下水道事業会計)

(２)    給 料 及 び 職 員 手 当 の 増 減 額 の 明 細

増   減   事   由   別   内   訳 備                             考

平均昇給率
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（３）

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

（平均給与月額は時間外勤務手当を除く）

151,900 

（下水道事業会計）

給 料 及 び 職 員 手 当 の 状 況

ア． 職 員 １ 人 当 た り 給 与

区                                             分 一    般    行    政    職 技    能    労    務    職

（円） 283,383 

令 和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在 （円） 305,533 

（歳） 38.4 

（円） 274,742 

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在 （円） 295,042 

（歳） 35.8 

イ． 初  任  給

国    の    制    度

一 般 行 政 職  （円） 技 能 労 務 職  (円）

高 校 卒 158,900 158,900 154,600 

大 学 卒 185,200 185,200 

区                          分 一 般 行 政 職 （ 円 ） 技 能 労 務 職 （ 円 ）
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ウ． 級  別  職  員  数

級

１ 級

２ 級 2 33.3 

３ 級 3 50.0 

４ 級 1 16.7 

５ 級

６ 級

７ 級

計 6 100.0 

１ 級 2 33.3 

２ 級

３ 級 3 50.0 

４ 級 2 33.3 

５ 級

６ 級

７ 級

計 7 100.0 

（下水道事業会計）

一     般     行     政     職

職  員  数  （人） 構  成  比  （％）
区                 分

令 和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在
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６　級

課長

（人）

（人）

2 号　給 （人）

4 号　給 （人）

6 号　給 （人）

8 号　給 （人）

号　給 （人）

（％）

（人）

（人）

2 号　給 （人）

4 号　給 （人）

6 号　給 （人）

8 号　給 （人）

号　給 （人）

（％）

（下水道事業会計）

（ 級 別 の 標 準 的 な 職 務 内 容 ）

区         分 １   級 ２   級 ３   級 ４   級 ５   級 ７   級

一  般  行  政  職
定型的業務を行
う主事

主  事 主任主事・主査・係長
相当困難な業務を
行う主査・係長、課
長補佐

相当困難な業務を行
う課長補佐、課長

企画調整監・市長公室長

エ．  昇   給   

代   表    的    な   職    種

一  般  行  政  職 技  能  労  務  職

職      員      数                    〔Ａ〕

昇給に係る職員数               〔Ｂ〕

号 給 数 別 内 訳

比          率          〔Ｂ〕／〔Ａ〕

職      員      数                    〔Ａ〕

昇給に係る職員数               〔Ｂ〕

号 給 数 別 内 訳

比          率          〔Ｂ〕／〔Ａ〕

区                                             分 合                  計

本
 
年
 
度

前
 
年
 
度
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（下水道事業会計）

オ． 期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

支    給    期    別   支    給    率 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

６ 月  （月分） １２ 月  （月分） 級 等 に よ る 加 算 措 置

本 年 度 2.150 2.225 4.40 5% ～ 15%

前 年 度 2.225 2.225 4.45 5% ～ 15%

国 の 制 度

カ． 定 年 退 職 及 び 勧 奨 退 職 に 係 る 退 職 手 当

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最 高 限 度 退 職 時

（月   分） （月   分） （月   分） （月   分） 特別昇給

国 の 制 度

（支給率等）

キ． 地域手当

支 給 対 象 地 域 全                              域

支 給 率 （％）

支 給 対 象 職 員 数 （人）

国 の 指 定 基 準 に
基 づ く 支 給 率

（％）

区         分 支給率計  （月分） 備                 考

区       分 その他の加算措置等 備                    考

支 給 率 等 24.586875 33.2708 47.709 47.709 令和５年１月１日現在

34



（下水道事業会計）

ク．

〔 年 月

ケ．

特  殊  勤  務  手  当

代        表       的        な       職        種

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （ ％ ）

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ ％ ）

日現在〕

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

そ  の  他  の  手  当

区                            分 国   の   制   度   と   の   異   同 差        異       の        内        容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

区                                 分 全      職      種
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期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他 一般財源
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

令和5年度
1,182,000 ～ 1,182,000 645,550 536,400 50

令和6年度

債  務  負  担  行  為  に  関  す  る  調  書

事  項 限度額
前年度末までの
支出（見込）額

当該年度以降の
支  出  予  定  額

左 の 財 源 内 訳

吉井浄化センター建設
工事委託料
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(単位：千円)

1
⑴

イ)
ロ)

ハ)

ニ)

ホ)

ヘ)

ト)

⑵
イ)

2
⑴
⑵

令和５年度    うきは市下水道事業予定貸借対照表
(令和６年３月３１日)

資 産 の 部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地 ４３３，８０４
建 物 ８６６，０５５
減 価 償 却 累 計 額 △９０，１１８ ７７５，９３７
構 築 物 ２０，７９２，７５３

減 価 償 却 累 計 額 △２，２８７，９３７ １８，５０４，８１６

機 械 及 び 装 置 １，００９，６５８
減 価 償 却 累 計 額 △５０６，３２３ ５０３，３３５
車 両 及 び 運 搬 具 ４１
減 価 償 却 累 計 額 ０ ４１
その他有形固定資産 ２，３３５
減 価 償 却 累 計 額 ０ ２，３３５
建 設 仮 勘 定 １，１３８，７８２
有 形 固 定 資 産 合 計 ２１，３５９，０５０

無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権 ３１０
無 形 固 定 資 産 合 計 ３１０

固 定 資 産 合 計 ２１，３５９，３６０

流 動 資 産
現 金 預 金 ３８１，１０６
未 収 金 ３７，７９６
未 収 金 貸 倒 引 当 金 △４，０４７ ３３，７４９

流 動 資 産 合 計 ４１４，８５５
資 産 合 計 ２１，７７４，２１５
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3
⑴

4
⑴
⑵
⑶

イ)
ロ)
ヘ)

5
⑴

イ)
ロ)
ハ)
ニ)
ホ)

⑵
イ)
ロ)
ハ)
ニ)
ホ)

負 債 の 部

固 定 負 債
企 業 債 ７，５８４，０６９

固 定 負 債 合 計 ７，５８４，０６９

流 動 負 債
企 業 債 ６０９，６９３
未 払 金 １９０，４０３
引 当 金

賞 与 引 当 金 ３，４２３
法 定 福 利 引 当 金 ７２８
そ の 他 引 当 金 ０ ４，１５１

流 動 負 債 合 計 ８０４，２４７
繰 延 収 益

長 期 前 受 金

国 庫 補 助 金 １０，４６４，５４２
県 補 助 金 １８７，８５５
他 会 計 補 助 金 ９０２，１０６
受 益 者 負 担 金 等 ６４４，７２３
受 贈 財 産 評 価 額 １０６ １２，１９９，３３２

収 益 化 累 計 額
国 庫 補 助 金 △１，２７１，４２７
県 補 助 金 △２７，２８１
他 会 計 補 助 金 △６０，９６５
受 益 者 負 担 金 等 △７０，１２２
受 贈 財 産 評 価 額 △０ △１，４２９，７９５

繰 延 収 益 合 計 １０，７６９，５３７

負 債 合 計 １９，１５７，８５３
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6

7
⑴
⑵

資 本 の 部

資 本 金 １，９６９，５３１

剰 余 金
資 本 剰 余 金 ２３８，０９８
利 益 剰 余 金 ４０８，７３３

剰 余 金 合 計 ６４６，８３１
資 本 合 計 ２，６１６，３６２
負 債 資 本 合 計 ２１，７７４，２１５
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(単位：千円)
1

⑴ ３６８，３１９
⑵ ０
⑶ ２６１ ３６８，５８０

2
⑴ ３２，１８１
⑵ １３，６４２
⑶ ２８１，８０９
⑷ ３０，７８８
⑸ ６２，８６５
⑹ ７０７，５９３
⑺ ０
⑻ ０ １，１２８，８７８

７６０，２９８
3

⑴ ３
⑵ ６３１，３３２
⑶ ３３５，９７４
⑷ ０
⑸ ０
⑹ ２，４９９ ９６９，８０８

4
⑴ １５５，７２４
⑵ ５７，３９４ ２１３，１１８ ７５６，６９０

△３，６０８

令和４年度     うきは市下水道事業予定損益計算書
(令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで)

営 業 収 益
下 水 道 使 用 料
受 益 工 事 収 益
そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用
管 き ょ 費
マ ン ホ ー ル ポ ン プ 費
処 理 場 費
浄 化 槽 費
総 係 費
減 価 償 却 費
資 産 減 耗 費
そ の 他 営 業 費 用

営 業 損 失
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金
他 会 計 補 助 金
長 期 前 受 金 戻 入
資 本 費 繰 入 収 益
引 当 金 戻 入
雑 収 益

営 業 外 費 用
支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費
雑 支 出

経 常 利 益
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5
⑴ ０
⑵ ０
⑶ ０

6
⑴ ０
⑵ ０
⑶ ０
⑷ ５７６
⑸ ０ ５７６ △５７６

△４，１８４
１８４，０７５
１０２，６２１
２８２，５１２

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益
過 年 度 損 益 修 正 益
そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損
減 損 損 失
災 害 に よ る 損 失
過 年 度 損 益 修 正 損
そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 利 益
前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
そ の 他 未 処 分 利 益 剰 余 金 変 動 額
当 年 度 未 処 分 剰 余 金
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(単位：千円)

1
⑴

イ)
ロ)

ハ)

ニ)

ホ)

ヘ)

ト)

⑵
イ)

2
⑴
⑵

令和４年度    うきは市下水道事業予定開始貸借対照表
(令和５年３月３１日)

資 産 の 部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地 ４３３，８０４
建 物 ８６６，０５５
減 価 償 却 累 計 額 △６７，５８８ ７９８，４６７
構 築 物 ２０，７９２，７５３

減 価 償 却 累 計 額 △１，７２２，２５４ １９，０７０，４９９

機 械 及 び 装 置 １，００９，６５８
減 価 償 却 累 計 額 △４０６，９２６ ６０２，７３２
車 両 及 び 運 搬 具 ４１
減 価 償 却 累 計 額 ０ ４１
その他有形固定資産 ２，３３５
減 価 償 却 累 計 額 ０ ２，３３５
建 設 仮 勘 定 ４５５，６８３
有 形 固 定 資 産 合 計 ２１，３６３，５６１

無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権 ３０９
無 形 固 定 資 産 合 計 ３０９

固 定 資 産 合 計 ２１，３６３，８７０

流 動 資 産
現 金 預 金 １４７，３４５
未 収 金 ２４４，４７８
未 収 金 貸 倒 引 当 金 △３，６４２ ２４０，８３６

流 動 資 産 合 計 ３８８，１８１
資 産 合 計 ２１，７５２，０５１
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3
⑴

4
⑴
⑵
⑶

イ)
ロ)
ハ）

5
⑴

イ)
ロ)
ハ)
ニ)
ホ)

⑵
イ)
ロ)
ハ)
ニ)
ホ)

負 債 の 部

固 定 負 債
企 業 債 ７，８６１，５６２

固 定 負 債 合 計 ７，８６１，５６２

流 動 負 債
企 業 債 ６０４，３４６
未 払 金 １２３，９５６
引 当 金

賞 与 引 当 金 ３，１２６
法 定 福 利 引 当 金 ７３４
その他引当金   ３，８６０

流 動 負 債 合 計 ７３２，１６２

繰 延 収 益
長 期 前 受 金

国 庫 補 助 金 １０，１１９，１３７
県 補 助 金 １８７，４９９
他 会 計 補 助 金 ８８５，７４２
受 益 者 負 担 金 等 ６３９，７０１
受 贈 財 産 評 価 額 １０６ １１，８３２，１８５

収 益 化 累 計 額
国 庫 補 助 金 △９６８，９７７
県 補 助 金 △２０，９３７
他 会 計 補 助 金 △６０，９６５
受 益 者 負 担 金 等 △５２，５２６
受 贈 財 産 評 価 額 △０ △１，１０３，４０５

繰 延 収 益 合 計 １０，７２８，７８０

負 債 合 計 １９，３２２，５０４
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6

7
⑴
⑵

資 本 の 部

資 本 金 １，８４１，５３１

剰 余 金
資 本 剰 余 金 ２３８，０９８
利 益 剰 余 金 ３４９，９１８

剰 余 金 合 計 ５８８，０１６
資 本 合 計 ２，４２９，５４７
負 債 資 本 合 計 ２１，７５２，０５１
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注     記

Ⅰ．重要な会計方針
1 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産・・・定額法による。
・主な耐用年数

建物及び構築物 機械及び装置
車両及び運搬具 工具器具及び備品

(2) 無形固定資産・・・定額法による。

2  引当金の計上方法
(1) 賞与引当金及び法定福利費引当金

    職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当年度末における支払い見込額に基づき、当年度の負
担に属する額(１２月から３月までの４カ月分)を計上している。

(2) 貸倒引当金
    債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上している。

(3) 退職手当給付引当金
    当市職員の退職手当は、下水道事業会計が毎期支出する福岡県市町村退職手当組合に対する一般負担金を除き、一般会計がその全額を
負担することになっているため、退職給付引当金は計上していない。

3 消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連
1 企業債の償還に係る他会計の負担

    貸借対照表に計上されている企業債(当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。)のうち、一般会計が
負担すると見込まれる額は、３，８８５，４７０千円である。

４５～６０年 １０～２０年
４～５年 ４～８年
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Ⅲ．セグメント情報
1 報告セグメントの概要

    うきは市下水道事業は、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業及び特定地域生活排水処理事業の３事業を実施しており、各
事業ごとに事業方針等を決定していることから、この３事業を報告セグメントとしている。なお、各報告セグメントの事業内容及び財務
情報の内訳は以下のとおりである。

下水道法上の下水道である特定環境保全公共下水道において汚水処理を行うもの
下水道法上の下水道以外の農業集落排水施設において汚水処理を行うもの
下水道法上の下水道以外の特定地域生活排水処理施設において汚水処理を行うもの

2 各報告セグメントの営業収益等(令和５年４月１日～令和６年３月３１日)

セ グ メ ン ト 区 分 事        業        内        容
特定環境保全公共下水道事業
農業集落排水事業
特定地域生活排水処理事業

(単位：千円)
区分 特定環境保全公共下水道事業 農業集落排水事業 特定地域生活排水処理事業

営業収益 ４２５，０４３ ４，７４６ １４，８６１
営業費用 １，０７８，７１８ ２３，２２８ ４６，７１７
営業損失 ６５３，６７５ １８，４８２ ３１，８５６
経常利益 ７６，４４２ △３，３８０ △１３，６７１
その他の項目

他会計補助金 ６１２，０００ １１，０００ １６，０００
長期前受金戻入 ３１７，９３８ ４，１０６ ４，３４６
減価償却費 ６６９，１７２ ８，７４１ ９，６９７
支払利息及び企業債取扱諸費 １４４，２３１ ５ ２，１６２
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